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介護が市場労働を阻害する可能性を探ることはなぜ重要なのだろうか。 2002 年の 『就
業構造基本調査』 （総務省）を用いた計算によると、調査時点において無業の者のうち
男性の 2.03％、女性の 5.17％が介護を理由に前職を辞めたと回答している。年齢別に
見ると、女性（男性）の場合、20 代で 1.22％（0.32％） 、30 代で 1.63％（1.91％） 、40
代で 8.97％（5.13％） 、50 代で 13.75％（4.40％） 、60 代で 6.72％（2.59％）となって
いる。とくに 40、50 代の女性で介護により離職した者が少なくない。 
同調査を用いて 2002 年の無業者が前職を辞めてからどれぐらい経つかを計算すると、
介護が理由の場合 1 年以内に辞めた者が 28.65％、1－2 年以内に辞めた者が 18.97％、




期間が長くなるほど無業者割合は減ってゆく（再就職してゆく） ：1 年以内が 50.12％、
1－2 年が 16.86％、2－3 年が 13.46％、3－4 年が 10.39％、4－5 年が 9.16％となる。
出産が理由の場合は 2－3 年以降減少する：1 年以内が 23.52％、 1－2 年以内 24.75％、














一方で、 市場労働が家族介護を抑制する可能性もある。 Pezzin and Shone (1999)は、
子の市場労働と介護が負の相関を持つことを指摘している。Ogawa and Retherford 
(1997)  は、 介護のために一時的にでも労働市場から退出することで失う所得は大きく、
日本のように介護を支える中年女性の市場労働参加が激増している所では、 家族介護を
減少させる要因となっていると述べる。 
親の介護に影響しているのは子の市場労働だけではない。 Sloan, Hoerger and Picone 






























































をするか、 および市場労働を続けるかを決定することを考える。 介護するかどうか （
* y ）
と市場労働を継続するかどうか（
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と表せる。データから実際に観察できるのは、介護するかどうか（ y ）と市場労働を続
けるかどうか（ｚ）であり、ともに２値変数: 
1 = y  （ 0
* > y のとき） 
               0 = y  （ 0
* ≤ y のとき）             （ ３ ）  
1 = z  （ 0
* > z のとき） 
               0 = z  （ 0
* ≤ z のとき）             （ ４ ）  
である。 
両決定が同時に決定されているならば、 それぞれの推定式において説明変数に取り入
れられた他方の決定（ （１）式の推定においては市場労働決定（ｚ） 、 （２）式の推定に
おいては介護決定（ｙ） ）が内生変数となるはずである。Rivers and Vuong (1988) に
従い、それぞれの決定を全ての外生変数に回帰した OLS 推定の残差を（１） （２）式の





果を採用する1  2。 
y k, X 、 z k, X は子の属性を表す行列であり、 p X は親の属性を表す行列である。 z k, X に
は、介護意志には影響せずに市場労働の決定に影響する変数も入る。たとえば、非労働
所得や配偶者の情報、 大都市に居住しているかなどである。 y k, X には介護意志には影響
するが市場労働の決定には影響しない変数が入る。たとえば、先行研究で明らかにされ
ている介護決定特有の要因；家の広さや介護する子が長子であるといった兄弟姉妹の情
報が入る。加えて介護決定式には介護対象となる親の属性 p X が入る。これらが両式を
識別する変数である。 
過去の研究が示すように、子による親の介護は、親との交換を前提とした動機（戦略
                                                  
1  強い仮定ではあるが、仮に（１） （２）式の誤差項 y e 、 z e そのものがともに平均が０
で分散が１の標準正規分布に従い、互いに相関しないのであれば、Mallar (1977)に従
い、y とｚを全外生変数に回帰する 1 段階目の推定と、その予測値
* ˆ y 、
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分析には 2004 年 8 月に筆者が行ったアンケート調査： 『高齢化と暮らしに関する調












































                                                  














約 33％、 （ロ）約 9％、 （イ）約 3％となっている6。 











という変数を作成する。 親の年齢は 60 代ならば 65、70 代ならば 75、80 代ならば 85、
















































                                                  
8  他方の親が存在しない場合に他方の「相続予定」を０として分析に入れたとしても結
果はほぼ同じである。他方の親の全属性を入れた結果については筆者に請求されたい。   10
ルを推計し、 尤度の大きさ、 定数項以外の全係数がゼロとなるという尤度比検定の結果、
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パネルＡ．母親と父親の比較
○夫の母親⇔夫の父親（206サンプル） ○妻の母親⇔妻の父親（284サンプル）
介護する しない 介護する しない
介護する 49.51 0.00 介護する 56.69 0.70
しない 0.97 49.51 しない 3.87 38.73
パネルＢ．夫の親と妻の親の比較
○夫の母親⇔妻の母親（315サンプル） ○夫の父親⇔妻の父親（136サンプル）
介護する しない 介護する しない
介護する 32.70 21.90 介護する 25.00 22.06
しない 25.40 20.00 しない 25.00 27.94
表2. 記述統計
平均 標準偏差 最小値 最大値
介護するかどうか 0.437 0.497 0 1
働き続けるかどうか 0.892 0.311 0 1
自分の親から相続予定である 0.439 0.497 0 1
親の年齢（才） 75.135 6.705 65 95
親の学歴（年） 10.435 1.972 9 16
子と同一市町村に居住 0.366 0.482 0 1
配偶者の親から相続予定である 0.052 0.222 0 1
長子である 0.420 0.494 0 1
部屋の広さ（余裕がある） 0.584 0.493 0 1
夫年齢（才） 48.260 5.311 33 64
　　学歴（年） 13.620 2.214 9 16
　　勤労所得水準（14段階） 7.482 1.701 1 14
妻年齢 46.087 4.663 38 62
　　学歴（年） 13.329 1.576 9 16
　　パート労働 0.522 0.500 0 1
家計非労働所得（万円/年） 89.74 150.94 0 850
6歳未満の子あり 0.060 0.237 0 1
親と同一市町村に居住 0.574 0.495 0 1
都市規模（14大都市に居住） 0.276 0.447 0 1
都市規模（市に居住） 0.547 0.498 0 1
夫の母親に対する介護意志ダミー 0.333 0.472 0 1
妻の母親に対する介護意志ダミー 0.353 0.478 0 1


















(標準誤差) 限界効果 (標準誤差) 限界効果
介護するかどうか -1.199 *** -0.160 働き続けるかどうか 0.701 0.250
(0.207) (1.119)
（子の属性） （親の属性）
夫年齢 -0.017 -0.002 相続予定である 0.851 *** 0.328
(0.030) (0.130)
夫学歴 0.137 *** 0.015 親の年齢 -0.007 -0.003
(0.043) (0.011)
夫勤労所得水準 0.064 0.007 親の学歴 0.033 0.013
(0.058) (0.032)
妻年齢 -0.081 ** -0.009 子と同一市町村 0.181 0.072
(0.035) (0.132)
妻学歴 -0.065 -0.007 （配偶者の親の属性）
(0.068) 相続予定である -0.487 *** -0.189
妻パート労働 -0.822 *** -0.092 (0.128)
(0.205) （子の属性）
家計非労働所得 0.001 ** 0.000 長子である 0.828 ** 0.315
(0.001) (0.351)
6歳未満の子あり -0.875 *** -0.168 夫年齢 -0.007 -0.003
(0.341) (0.016)
親と同一市町村に居住 -0.024 -0.003 夫学歴 -0.013 -0.005
(0.186) (0.033)
都市規模（14大都市） 0.241 0.024 6歳未満の子あり 0.161 0.064
(0.254) (0.303)
都市規模（市） 0.287 0.033 部屋の広さ 0.415 *** 0.161
(0.224) (0.152)






サンプル数 519 サンプル数 519
対数尤度 -139.946 対数尤度 -302.261















(標準誤差) 限界効果 (標準誤差) 限界効果
介護するかどうか -1.229 *** -0.1704 働き続けるかどうか 2.025 0.473
(0.244) (1.474)
（子の属性） （親の属性）
夫年齢 -0.035 -0.0038 相続予定である 0.924 *** 0.352
(0.038) (0.178)
夫学歴 0.144 *** 0.0157 親の年齢 -0.003 -0.001
(0.055) (0.014)
夫勤労所得水準 0.005 0.0005 親の学歴 0.014 0.006
(0.071) (0.043)
妻年齢 -0.076 * -0.0083 子と同一市町村 0.079 0.031
(0.042) (0.171)
妻学歴 -0.071 -0.0077 （配偶者の親の属性）
(0.082) 相続予定である -0.593 *** -0.223
妻パート労働 -0.807 *** -0.0901 (0.160)
(0.243) （子の属性）
家計非労働所得 0.002 ** 0.0002 長子である 0.898 ** 0.342
(0.001) (0.436)
6歳未満の子あり -0.971 ** -0.1969 夫年齢 -0.006 -0.002
(0.430) (0.019)
親と同一市町村に居住 -0.073 -0.0079 夫学歴 -0.042 -0.016
(0.230) (0.043)
都市規模（14大都市） 0.298 0.0291 6歳未満の子あり 0.310 0.122
(0.322) (0.409)
都市規模（市） 0.272 0.0306 部屋の広さ 0.487 *** 0.185
(0.272) (0.168)
夫の親に対する介護意志 0.016 0.0018 夫の勤労所得水準 0.006 0.002
(0.206) (0.046)






サンプル数 356 サンプル数 356
対数尤度 -95.209 対数尤度 -203.070










(A) 働き続けるかどうか (B) 親を介護するか
18 表5．夫の親の介護と市場労働の同時決定
係数 係数
(標準誤差) 限界効果 (標準誤差) 限界効果
介護するかどうか -2.607 *** -0.391 働き続けるかどうか 1.225 0.404
(0.713) (1.577)
（子の属性） （親の属性）
夫年齢 0.029 0.003 相続予定である 0.663 *** 0.259
(0.043) (0.188)
夫学歴 0.222 *** 0.023 親の年齢 -0.025 -0.010
(0.068) (0.018)
夫勤労所得水準 0.098 0.010 親の学歴 0.006 0.002
(0.088) (0.049)
妻年齢 -0.106 ** -0.011 子と同一市町村 0.083 0.033
(0.050) (0.201)
妻学歴 -0.102 -0.010 （配偶者の親の属性）
(0.108) 相続予定である -0.442 ** -0.174
妻パート労働 -0.836 *** -0.085 (0.203)
(0.310) （子の属性）
家計非労働所得 0.002 ** 0.000 長子である 1.396 *** 0.463
(0.001) (0.472)
6歳未満の子あり -0.640 -0.101 夫年齢 0.037 + 0.015
(0.452) (0.024)
親と同一市町村に居住 -0.282 -0.028 夫学歴 0.007 0.003
(0.280) (0.052)
都市規模（14大都市） -0.081 -0.008 6歳未満の子あり 0.334 0.132
(0.375) (0.419)
都市規模（市） 0.041 0.004 部屋の広さ 0.401 * 0.158
(0.335) (0.214)
母親に対する介護意志 -0.162 -0.016 夫の勤労所得水準 0.043 0.017
(0.280) (0.058)






サンプル数 253 サンプル数 253
対数尤度 -65.878 対数尤度 -147.910
















した割合 49.76 50.16 45.90
パネルＢ．介護を行った人について
前後
施設に入居 18.29 17.73 19.72
あなたと別居 28.03 26.04 33.10
あなたと同居 48.91 52.08 40.85
その他 4.77 4.16 6.34
介護を開始したとき 前 後
a. 働いていなかった 31.79 31.78 31.82
b. 休暇をとった 5.05 5.54 3.79
c. 労働時間を減らした 9.89 9.34 11.36
d. 仕事内容や形態を変えた 6.11 7.29 3.03
e. 転職した 2.11 1.46 3.79
f. 辞めた 10.95 11.95 8.33
g. 変えなかった 36.21 34.99 39.39
パネルＣ．介護負担について
全体 前 後




































居住地域 （1,428家計中） 居住地域 （47,062,743家計中）
北海道 5.04 北海道 4.65
東北 7.49 東北 8.18
関東 32.00 関東 30.49
甲信越 5.18 甲信越 4.65
北陸 1.96 北陸 2.58
東海 10.78 東海 11.41
近畿 17.30 近畿 16.12
中国 6.30 中国 6.46
四国 3.15 四国 3.57
九州・沖縄 10.78 九州・沖縄 11.90
『高齢化と暮らしに関する調査(2004)』 『国勢調査』(2000)：40歳以上に限定したもの
男性 中卒 高卒 短大・専
修学校卒
大学・大





(48.56%) 男性全体 16.82 45.78 9.52 27.88 (%) 男性全体 29.77 42.16 4.32 19.74
40－49歳 3.02 39.25 14.72 43.02 40-49歳 12.49 46.33 6.00 31.61
(20.35%) (27.19%)
50－59歳 10.14 47.52 10.81 31.53 50-59歳 25.18 46.48 3.50 20.67
(34.10%) (30.80%)
60－69歳 25.17 50.57 5.95 18.31 60-69歳 38.97 40.32 2.42 14.09
(33.56%) (23.03%)
70歳以上 35.9 38.46 7.05 18.59 70歳以上 50.83 31.41 5.54 8.09
(11.98%) (18.98%)
女性 中卒 高卒 短大・専
修学校卒
大学・大





(51.44%) 女性全体 14.79 52.28 25.53 7.4 (%) 女性全体 34.91 46.74 9.96 4.69
40－49歳 2.15 44.15 41.53 12.17 40－49歳 10.63 54.24 21.48 10.67
(30.38%) (23.97%)
50－59歳 10.28 58.24 24.20 7.28 50－59歳 26.42 54.37 10.39 4.97
(33.87%) (27.88%)
60－69歳 28.45 54.31 13.58 3.66 60－69歳 43.96 45.23 4.75 2.24
(33.65%) (22.27%)





100万円未満 3.85 100万円未満 7.65
100-200万円未満 5.31 100-200万円未満 10.93
200-300万円未満 10.84 200-300万円未満 12.03
300-400万円未満 15.27 300-400万円未満 11.53
400-600万円未満 18.04 400-600万円未満 17.34
600-800万円未満 16.80 600-800万円未満 14.18
800-1000万円未満 14.04 800-1000万円未満 10.85
1000-1500万円未満 11.35 1000-1500万円未満 11.33




0‐100万円未満 16.63 0‐100万円未満 4.39
100-300万円未満 15.76 100-300万円未満 6.49
300-500万円未満 12.73 300-500万円未満 8.63
500-700万円未満 8.46 500-700万円未満 9.04
700-1000万円未満 9.76 700-1000万円未満 10.92
1000-1500万円未満 11.57 1000-1500万円未満 17.54
1500-3000万円未満 13.59 1500-3000万円未満 23.39
3000-5000万円未満 7.66 3000-5000万円未満 11.92




0 51.48 0 58.44
100万円未満 15.16 100万円未満 6.52
100-300万円未満 4.40 100-300万円未満 6.39
300-500万円未満 4.12 300-450万円未満 2.67
500-700万円未満 4.69 450-750万円未満 4.74
700-1000万円未満 6.71 750-1050万円未満 4.25
1000-1500万円未満 9.75 1050-1500万円未満 4.24
1500-3000万円未満 3.03 1500-3000万円未満 8.84







(標準誤差) 限界効果 (標準誤差) 限界効果
介護するかどうか -0.411 ** -0.063 働き続けるかどうか 0.058 0.023
(0.184) (0.216)
（子の属性） （親の属性）
夫年齢 -0.014 -0.002 相続予定である 0.795 *** 0.307
(0.027) (0.144)
夫学歴 0.099 ** 0.015 親の年齢 -0.006 -0.003
(0.043) (0.013)
夫勤労所得水準 0.030 0.005 親の学歴 0.032 0.012
(0.053) (0.036)
妻年齢 -0.063 * -0.010 子と同一市町村 0.176 0.069
(0.033) (0.149)
妻学歴 -0.053 -0.008 （配偶者の親の属性）
(0.064) 相続予定である -0.460 *** -0.178
妻パート労働 -0.622 *** -0.096 (0.142)
(0.176) （子の属性）
家計非労働所得 0.001 * 0.000 長子である 0.655 * 0.255
(0.001) (0.344)
6歳未満の子あり -0.754 ** -0.175 夫年齢 -0.008 -0.003
(0.368) (0.018)
親と同一市町村に居住 -0.024 -0.004 夫学歴 -0.008 -0.003
(0.180) (0.037)
都市規模（14大都市） 0.177 0.026 6歳未満の子あり 0.135 0.054
(0.270) (0.325)
都市規模（市） 0.277 0.044 部屋の広さ 0.372 ** 0.145
(0.228) (0.180)






サンプル数 519 サンプル数 519
構造形（2段階目）推定の対数尤度 -157.221 構造形（2段階目）推定の対数尤度 -316.330
定数項以外の係数=0」の尤度比検定 40.66 *** 　　「定数項以外の係数=0」の尤度比検定 78.67 ***
誘導形（1段階目）推定:②働くかどうか 誘導形（1段階目）推定：①介護するかどうか
　　　　対数尤度 -148.714 　　　　対数尤度 -308.789
定数項以外の係数=0」の尤度比検定 57.67 *** 　　「定数項以外の係数=0」の尤度比検定 93.75 ***
Hausman Test  (外生の仮定が正しいか） 4.59 Hausman Test　 (外生の仮定が正しいか） 187.02 ***
注 1. Maller (1977) に従い、働いている人について「介護するか」「働き続けるか」を同時決定するモデルを推定した結果。
　 2. 推定には、（介護される対象が）夫の母親、妻の母親、夫の父親であることを識別するダミーも入れている。どちらの推定でも
　　 これらは有意ではない。





(標準誤差) 限界効果 (標準誤差) 限界効果
介護するかどうか -0.355 * -0.055 働き続けるかどうか 0.341 0.132
(0.208) (0.282)
（子の属性） （親の属性）
夫年齢 -0.020 -0.003 相続予定である 0.863 *** 0.329
(0.032) (0.238)
夫学歴 0.108 ** 0.017 親の年齢 -0.003 -0.001
(0.052) (0.020)
夫勤労所得水準 -0.018 -0.003 親の学歴 0.008 0.003
(0.062) (0.063)
妻年齢 -0.066 * -0.010 子と同一市町村 0.059 0.023
(0.038) (0.241)
妻学歴 -0.052 -0.008 （配偶者の親の属性）
(0.074) 相続予定である -0.556 ** -0.209
妻パート労働 -0.629 *** -0.098 (0.221)
(0.206) （子の属性）
家計非労働所得 0.001 * 0.000 長子である 0.681 0.266
(0.001) (0.530)
6歳未満の子あり -0.823 * -0.198 夫年齢 -0.004 -0.002
(0.459) (0.027)
親と同一市町村に居住 -0.061 -0.009 夫学歴 -0.039 -0.015
(0.216) (0.058)
都市規模（14大都市） 0.208 0.030 6歳未満の子あり 0.279 0.110
(0.327) (0.527)
都市規模（市） 0.246 0.039 部屋の広さ 0.474 ** 0.180
(0.264) (0.235)
夫の親に対する介護意志 0.024 0.004 夫の勤労所得水準 0.178 0.069
(0.200) (0.273)






サンプル数 356 サンプル数 356
構造形（2段階目）推定 構造形（2段階目）推定























(標準誤差) 限界効果 (標準誤差) 限界効果
介護するかどうか -0.699 ** -0.103 働き続けるかどうか 0.140 0.056
(0.288) (0.291)
（子の属性） （親の属性）
夫年齢 0.016 0.002 相続予定である 0.600 *** 0.235
(0.036) (0.229)
夫学歴 0.175 *** 0.026 親の年齢 -0.023 -0.009
(0.062) (0.023)
夫勤労所得水準 0.035 0.005 親の学歴 0.011 0.005
(0.072) (0.061)
妻年齢 -0.079 * -0.012 子と同一市町村 0.050 0.020
(0.042) (0.256)
妻学歴 -0.075 -0.011 （配偶者の親の属性）
(0.093) 相続予定である -0.427 -0.168
妻パート労働 -0.636 *** -0.092 (0.276)
(0.232) （子の属性）
家計非労働所得 0.002 ** 0.000 長子である 1.170 *** 0.412
(0.001) (0.447)
6歳未満の子あり -0.597 -0.123 夫年齢 0.037 0.015
(0.478) (0.030)
親と同一市町村に居住 -0.270 -0.039 夫学歴 0.013 0.005
(0.238) (0.065)
都市規模（14大都市） -0.098 -0.015 6歳未満の子あり 0.290 0.115
(0.357) (0.490)
都市規模（市） 0.089 0.013 部屋の広さ 0.356 0.140
(0.320) (0.269)
母親に対する介護意志 -0.168 -0.024 夫の勤労所得水準 -0.186 -0.074
(0.243) (0.255)






サンプル数 253 サンプル数 253
構造形（2段階目）推定 構造形（2段階目）推定














1.33 Hausman Test (外生の特定化が
正しいか）
4.02
 　2.妻の親についてはサンプル数が少なくて頑強な推定結果が得られない。
誘導形（1段階目）推定：②働くかどうか 誘導形（1段階目）推定：①介護するかどうか
注 1.表３と同様の分析を、夫の親に対する回答のみをサンプルとして分析している。表３の注も参照。
親を介護するか 働き続けるかどうか
24 